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決算のポイント

• 21/3期は、下期から需要は回復したものの、上期における
新型コロナウイルス感染症の影響による売上減と室蘭コンビナートの
20年に一度の高炉改修に伴う一過性費用の発生が重なり、
多額の損失を計上した。

• 上期末の見通しに対し、建設機械向けを中心に需要が想定以上に
回復し、赤字幅は縮小した。

①21/３期の実績について

• 22/3期は、需要回復及び固定費削減による損益分岐点引き下げの
効果があるも、原材料市況上昇に対する価格転嫁のタイムラグにより、
営業利益は3０億円に留まる。

• インドネシアJATIMは営業黒字化。北米MSSCは、半導体不足や
材料空輸コストの影響により、22/3期の業績は厳しいものの、
拠点統合が計画通り進捗し、２３/３期に黒字化の見通し。

• 中期経営計画の諸施策も進捗しており、配当を予定。

②22/3期の見通しについて

Ⅰ.決算のポイント
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20/3期

実績

21/3期

前回予想※ 実績 予想差 前期差

売 上 高 1,171 920 978 58 △193

営 業 利 益 4 △66 △49 17 △53

経 常 利 益 △3 △69 △55 14 △52

親 会 社 株 主 に
帰 属 す る
当 期 純 利 益

△141 △62 △55 7 86

サマリー Ⅱ.2021年３月期 実績

（億円）

※2020年11月11日中間決算発表公表数値

 売上高は、下期以降の需要が大幅に回復したものの、新型コロナウイルスの影響により、
前期に比べ大幅な減収となった。

 営業利益は、売上減と、20年に一度の高炉改修費用及び高炉改修に伴う計画的な
備蓄在庫取り崩しの影響があり、多額の損失を計上した。

 経常利益及び当期純利益は、営業損失となったことに伴い、損失計上となった。

 ただし、前回予想に対しては、第４四半期に建設機械向けを中心に需要は大幅に回復し、
売上高、利益ともに予想を上回った。
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その他

売上

数量増 +19

研究

開発費

・償却費

減損に

よる

償却

負担減 △23

+４ △3３

△19

△7

△17 +15
0 +8 高炉改修

（一時費用）

原材料
価格

売価 △49

4
備蓄在庫
取り崩し

生産
コスト

売上
数量減

（コロナ影響）

※2．日本製鉄株式会社殿から生産を委託されている数量

1,171 
受託数量減

※2
連結調整

その他

△17+10
+16

△1

△49
△152

売価

978

売上
数量増

※１
売上数量減

（コロナ影響）

売上高・営業利益の変化要因

20/3期
実績

21/3期
実績

（億円）

（億円）

20/3期
実績

21/3期
実績

為替差

営業利益

売上高

※1．計画段階（コロナ影響前）での対前期比売上変動

コロナ・高炉改修による営業利益変動要因

コロナ影響による売上数量減 △3３

高炉改修（一時費用） △19

備蓄在庫取り崩し △23

合 計 △75

Ⅱ.2021年３月期 実績
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20/3期 21/3期
実績 前回予想※ 実績 予想差 前期差

特 殊 鋼

鋼 材

売 上 高 559 405 449 44 △110
営 業 利 益 12 △47 △36 11 △48

ば ね
売 上 高 452 367 385 18 △67
営 業 利 益 △14 △19 △19 0 △5

素 形 材
売 上 高 96 77 84 7 △12
営 業 利 益 1 △4 0 4 △1

機 器

装 置

売 上 高 102 95 89 △6 △13
営 業 利 益 4 3 5 2 1

そ の 他
売 上 高 36 27 28 1 △8

営 業 利 益 1 1 1 0 0

連 結 調 整
売 上 高 △74 △51 △57 △6 17

営 業 利 益 0 0 0 0 0

合 計
売 上 高 1,171 920 978 58 △193
営 業 利 益 4 △66 △49 17 △53

 売上高は、全てのセグメントにおいて減収。

 営業利益は、素形材事業と機器装置事業以外は、損失となった。

特殊鋼鋼材事業は高炉改修に伴う一過性費用の影響が大きく、大幅な赤字計上。

ばね事業はコロナ影響が大きく、前期比赤字拡大。

（億円）

セグメント別売上高・営業利益

※2020年11月11日中間決算発表公表数値

Ⅱ.2021年３月期 実績
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2021年3月期四半期推移

（億円）

20/3期
通期

21/3期 21/3期
通期1Q 2Q 3Q 4Q

売上 営業 売上 営業 売上 営業 売上 営業 売上 営業 売上 営業

特殊鋼鋼材 559 12 114 △5 80 △2 96 △18 159 △11 449 △36

(国内 計) (495) (19) (99) (△6) (68) (0) (91) (△18) (145) (△13) (404) (△36)

（国内 補正後） (495) (9) (99) (3) (68) (△4) (91) (△12) (145) (8) (404) (△5)

（特殊要因 ※1） (△5) (△14) (△19)

（特殊要因 ※２） (10) (1) (△6) (△8) (△13)

（固定費期間差 ※3） (△10) (10) (7) (△7) (0)

(海外) (64) (△7) (15) (1) (9) (△2) (5) (△1) (14) (2) (45) (0)

ばね 452 △14 63 △11 94 △7 105 △0 123 △1 385 △19

（ばね補正後） (452) (△14) (63) (△11) (94) (△7) (105) (△0) (115) (1) (377) (△17)

（特殊要因 ※4） (8) (△2) (8) (△2)

素形材 96 1 22 △0 17 △1 20 △1 25 3 84 0

機器装置 102 4 23 2 21 0 15 △1 30 4 89 5

その他 36 1 6 0 6 0 7 0 9 0 28 1

連結消去 △74 △14 △10 △14 △19 △57

合計 1,171 4 214 △13 209 △11 229 △19 327 △6 978 △49

 売上は第２四半期を底として回復。特に特殊鋼鋼材事業の第４四半期の需要は急回復した。

 売上の回復に伴い、第４四半期は高炉改修に伴う一過性費用等の特殊要因を除き、
各事業とも営業損益黒字化。

Ⅱ.2021年３月期 実績

※1 特殊要因 ： 高炉改修(一時費用)
※2 特殊要因 ： 備蓄在庫影響 20/3期と21/3期の増減 △23

※3 固定費期間差 ： 高炉稼働状況による四半期ごとの固定費増減
※4 ばね特殊要因 ： 統合に向けた在庫評価損等
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20/3期

実績

21/3期

前回予想※ 実績 予想差 前期差

営業利益 4 △66 △49 17 △53

営業外損益 △7 △3 △6 △3 1

為替差損益 △1 △2 △6 △4 △5

支払利息 △11 △12 △12 0 △1

雇用調整助成金 0 7 8 1 8

経常利益 △3 △69 △55 14 △52

特別損益 △157 △1 △8 △7 149

投資有価証券売却益 0 0 2 2 2

減損損失 △150 0 ※5 △2 △2 148

土地売却益 0 7 0 △7 0

固定資産処分損益 ※1 △3 0 1 1 4

事業整理損失 ※2 0 △3 △3 0 △3

災害による損失 ※3 △1 1 1 0 2

特別退職加算金 0 △8 △8 0 △8

税金等調整前当期純利益 △159 △70 △63 7 96

税金費用等 △20 10 8 △2 28

非支配株主に帰属する当期純損失 ※4 39 2 0 △2 △39

親会社株主に帰属する当期純利益 △141 △62 △55 7 86

営業外損益・特別損益影響
 当社及びグループ会社を対象にした雇用調整助成金８億円を営業外利益に計上。

 希望退職募集により特別退職加算金８億円を特別損失に計上。

（億円）

※１： JATIM社におけるトランス火災による設備除却費用。20/3期発生分は、21/3上期に保険で補填済。
21/3期発生分については、設備メーカーと補填交渉中。

※２： 北米子会社の生産体制再編に係る費用を、21/3期及び22/3期にそれぞれ約３億円計上の見込み。
※３： 20/3期に、千葉製作所における台風被害による損失の引当金を計上。21/3期に保険で補填済。
※４： JATIM社等が損失を計上しているため、非支配株主に帰属する当期純利益で最終損益が加算されている。
※５： 21/3期に、国内遊休不動産に係る減損損失２億円を計上。

Ⅱ.2021年３月期 実績
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2０/3期 21/3期 22/3期

実績 実績 上期予想 通期予想 前期差

売 上 高 1,171 978 66０ 1,370 ３92

営 業 利 益 4 △49 0 ３0 ７9

経 常 利 益 △3 △55 △6 18 73

親 会 社 株 主 に
帰 属 す る
当 期 純 利 益

△141 △5５ 17 3０ 8５

 売上高は、半導体不足による自動車の減産影響は受けるものの、建設機械需要の好調により、

コロナ影響前の20/3期を上回る見込み。

 営業利益は、売上の回復と高炉改修に伴う一過性費用の解消、及び固定費削減により 、

大幅な改善を見込む。

ただし、原材料市況上昇に対する価格転嫁のタイムラグと北米の材料空輸コストや半導体不足に
伴う売上減少により、上期の利益は圧迫され、通期営業利益は30億円に留まる。

（詳細は14ページ参照）

 政策保有株式、遊休不動産の売却益により当期純利益が増加。

通期業績予想 Ⅲ.2022年３月期通期業績予想

（億円）
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その他

売上

数量増
0

研究

開発費

・償却費

減損に

よる

償却

負担減+28
+17

+31

+12

+19+55

△86

△5

+8

高炉改修
（一時費用）

原材料
価格

売価

30

△49 生産
コスト

高炉
通期稼働

※2

売上
数量増

（コロナ影響）

※１ ： 日本製鉄株式会社殿から生産を委託されている数量

978

受託数量増

※１

連結調整

その他+55
+154

△1
△6１

+93
+152

売価 1,370売上
数量増

売上数量増
（コロナ影響）

売上高・営業利益の変化要因

21/3期
実績

22/3期
予想

（億円）

（億円）

21/3期
実績

22/3期
予想

為替差

営業利益

売上高

Ⅲ.202２年３月期通期業績予想

※2 ： 21/3期は高炉改修による休止期間があったが、22/3期は高炉が通期稼働となるため、増益要因となる（詳細は20ページ参照）
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（億円）

セグメント別業績予想
 売上高は、コロナ影響からの回復により、全てのセグメントで増収を見込む。

特殊鋼鋼材事業は、建設機械の好調により大幅な増収。
ばね事業は、半導体不足リスクはあるものの、前期より増収。

 営業利益は、上期は出ないものの、下期で大幅に改善。

特殊鋼鋼材事業は、足元の原材料市況上昇が著しく、価格転嫁のタイムラグがあることから、
上期の利益は圧縮されるが、下期から大幅に改善し、黒字化の見込み。

ばね事業は、材料空輸コスト、半導体不足により営業損失を見込むも、下期は黒字化の見込み。

Ⅲ.2022年３月期通期業績予想

21/3期 22/3期
実績 上期 下期 通期 前期差

特 殊 鋼

鋼 材

売 上 高 449 381 407 ７88 ３39
営 業 利 益 △36 1 ２5 ２6 ６2

ば ね
売 上 高 385 22２ 240 462 77
営 業 利 益 △19 △4 ３ △1 １8

素 形 材
売 上 高 84 45 43 88 4
営 業 利 益 0 2 0 1 1

機 器

装 置

売 上 高 89 40 57 97 8
営 業 利 益 5 0 3 3 △2

そ の 他
売 上 高 28 15 15 30 2

営 業 利 益 1 1 0 1 0

連 結 調 整
売 上 高 △57 △44 △51 △95 △38

営 業 利 益 0 ー ー ー 0

合 計
売 上 高 978 ６60 710 1,370 ３92
営 業 利 益 △49 0 ３０ 30 79
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22/3期 上・下営業利益差の要因 Ⅲ.2022年３月期通期業績予想

 ２２/3期の営業利益は、上期0億円、下期30億円と、上下の差が大きい。

主たる要因は、以下の２点。

①国内特殊鋼鋼材事業における原材料市況上昇に対する価格転嫁のタイムラグ。

上期原材料市況上昇に対する価格転嫁の完了が下期となることから、

上下において21億円の損益差が生じる。

②ばね事業における、半導体不足、材料空輸問題。

・半導体の減産リスク △５億円 ・北米の材料空輸コスト △5億円（詳細25ページ）

△24.5

+8

上期 鉄鉱石・コークス等の市況アップ影響

価格転嫁

下期 鉄鉱石・コークス等の市況アップ影響

価格転嫁

コスト 売価

+29

コスト 売価

損益インパクト

△16.5億円

上期 下期

△24.5億円

＋8億円

△24.5億円

+29億円

△16.5億円

+4.5億円

【特殊鋼鋼材事業（国内）における原材料市況と価格転嫁の影響（売価のみ前期からの時期ズレ分を含む）】

△24.5

損益インパクト

+4.5億円
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鉄鉱石・石炭市況及び特殊鋼鋼材事業売価推移 Ⅲ.2022年３月期通期業績予想

 22/3期は、鉄鉱石・原料炭価格高騰の価格転嫁にタイムラグが生じるが、従来半年遅れで

販売価格に反映。

 なお、22/3下期では鉄鉱石・原料炭価格を上期据え置きとして見込んでいるが、

さらなる高騰のリスクが懸念される。

原料炭 市況FOB ㌦/㌧

鉄鉱石 市況FOB ㌦/㌧

平均売価 指数
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21/3期 22/3期

実績 上期予想 通期予想 前期差

営業利益 △49 0 30 79

営業外損益 △6 △6 △12 △6

為替差損益 △6 0 0 6

支払利息 △12 △6 △12 0

雇用調整助成金 8 0 0 △8

経常利益 △55 △6 １8 73

特別損益 △8 37 35 ４3

投資有価証券売却益 2 29 29 27

遊休不動産売却益 0 10 10 10

事業整理損失 △3 △1 △3 0

特別退職加算金 △8 0 0 8

税金等調整前当期純利益 △63 31 53 １16

税金費用等 8 △14 △21 △29
非支配株主に帰属する当期純利益又は

純損失 0 0 △1 △1

親会社株主に帰属する当期純利益 △５5 17 3０ 8５

 政策保有株式、遊休不動産の売却を実施し、特別損益3５億円を計上見込み。

通期業績予想（営業外損益・特別損益影響）

（億円）

Ⅲ.2022年３月期通期業績予想
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財務状況・配当予想

20/3期 21/3期 22/3期

通期 通期 予想

総 資 産 （億円） 1,414 1,323 1,３００

純 資 産 （億円） 483 44８ 4５8

自 己 資 本 比 率 （％） 30.1 29.4 ３０．5

R O E （％） △27.7 △13.6 7.6

ネッ ト D /E レ シ オ （倍） 0.7 0.7 0.６

経 常 利 益 （億円） △3 △55 18

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益
（億円） △141 △5５ 3０

配 当 (円/株） 0.0 0.0 ３０．０

 2１/3期の配当については、経常損失並びに親会社株主に帰属する当期純損失となったため、
誠に遺憾ではございますが、中間配当及び期末配当を無配とさせていただきました。

 22/3期の配当については、当期の損益見込みと中期経営計画の進捗を考慮し、
配当を予定しております。 （中間 １０円、期末 20円 計 ３０円）

Ⅲ.2022年３月期通期業績予想
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減価償却費設備投資
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19/3期実績 20/3期実績 21/3期実績 22/3期予想

研究開発費・設備投資・ 減価償却費

※研究開発にかかわる減価償却費を含む

（億円）

（億円）

【研究開発費】

【設備投資・減価償却費】

Ⅲ.2022年３月期通期業績予想

 研究開発は、コロナ影響を受けるも、ばね軽量化関連の研究が進捗。今期は、顧客ニーズを

捉えたタイムリーな製品開発と将来に向けての新技術開発を並行して進めていく。

 設備投資は、コロナ禍の影響で一部に完成遅延が生じたが、早期完成を目指している。

需要が回復傾向にあることから、22/3期は必要な投資を厳選しつつも増加させる。

※ 減価償却費の22/3期予想 前期差+5億円のうち、+4億円はマザー工場立ち上げに伴う償却費増加であり、この費用は研究開発費にも含まれています。
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Ⅰ. 決算のポイント

Ⅱ. 2021年３月期 実績

Ⅲ. 2022年３月期 通期業績予想

Ⅳ. セグメント別営業利益増減分析

Ⅴ. 2020中期経営計画の進捗
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【21/3期実績】

◆ 売上高

国内事業は、米中貿易摩擦による需要低迷に加え、

コロナ影響により売上が大きく減少。インドネシア事業

(JATIM社)においても、コロナ影響により売上が減少し、

特殊鋼鋼材事業全体としては、大幅な減収となった。

◆ 営業利益

コロナ影響による売上数量減７億円もあるが、高炉改修に

伴う一時費用と計画的な在庫取り崩し等による減益影響が

42億円と大きく、大幅な損失を計上。JATIM社は売上が

減少しているが、７億円の改善となった。

特殊鋼鋼材事業（21/3期実績と22/3期予想）

21/3期
実績

売上
449

（億円）

22/3期
予想

21/3期実績

22/3期予想

Ⅳ. セグメント別営業利益増減分析
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実績

売上
449

売上
559

コロナ・高炉改修による営業利益変動要因

コロナ影響による売上数量減 △7

高炉改修（一時費用） △19

備蓄在庫取り崩し △23

合 計 △49
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788

前年度マイナスとなった「売上数量減（コロナ影響）」、「高炉改修（一時費用）」
は、今年度プラスとなる。

「備蓄在庫取り崩し」は、21/3期においてはその前年の「在庫積み増し」との
比較となっているため、単年度の影響額より大きく表示されている。
22/3期は通年稼働となり、21/3期単年度の影響の戻りの影響となるため、
影響額が前年度と比較し減少する。

【22/3期予想】

◆ 売上高

国内事業は、コロナ影響からの需要回復に加え、旺盛な

建設機械需要に伴い、売上数量が大きく増加。原材料価格

上昇分の売価転嫁もあり、大幅な売上増となる見込み。

JATIM社も大幅に増加（次ページ参照）。

◆ 営業利益

需要回復に伴う売上数量増とJATIM社の損益改善等に

加え、21/3期の高炉改修に伴う特殊要因も解消。ただし、

足元原材料価格が大幅に上昇しており、売価反映までの

タイムラグにより、利益は26億円に留まる見込み。※JATIM社の要因については、全て「JATIM社」に含めており、それ以外は国内鋼材の分析です。
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Ⅳ. セグメント別営業利益増減分析
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【21/3期実績】

◆ 売上高

コロナ影響により、主要ユーザーである自動車・トラック

の販売台数が大きく落ち込み、４～９月に平鋼・丸鋼共に

売上が大幅に減少。通期でも、22億円の減収。

◆ 営業利益

売上減少はあったものの、人件費を含めた生産コスト

削減の効果や、前期の減損計上による償却負担の減少

もあり大幅に改善した。

【22/3期予想】

◆ 売上高

急激な需要回復により特殊鋼需給が逼迫、

インドネシア国内ユーザーにおいて輸入鋼材（主に中国材）

の納入遅延や価格高騰の問題が発生。

ＪＡＴＩＭ材への切替が急速に進み、売上が急増する見込み。

◆ 営業利益

１月以降、スクラップ価格が急騰しているが、

４月よりサーチャージで売価に反映。

売上数量増加とコスト削減効果により、営業利益８億円

計上見込み。※ 「生産コスト」+6億円には、調達コストの改善+3億円を含む。

特殊鋼鋼材事業（インドネシアJATIM社増減分析）
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【21/3期実績】

◆ 売上高

コロナ影響により、第１四半期に売上が大きく減少。

需要は第2四半期以降回復しているものの、第1四半期の

影響が大きく、大幅減収となった。

◆ 営業利益

北米その他の拠点における生産コスト改善に加え、

前期に行った減損による償却負担減があったものの、

コロナ影響による売上減が大きく、損失は拡大。

【22/3期予想】

◆ 売上高

半導体不足による自動車メーカーの減産影響はある

ものの、コロナ影響からの回復が進み、売上は大幅増収

となる見込み。

◆ 営業利益

コロナ影響からの回復や生産コスト改善により、

赤字幅は大幅に減少。ただし、半導体不足、原材料価格

高騰、 北米材料空輸コスト（25ページ参照）の問題が

あり、△1億円の損失となる見込み。
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Ⅳ. セグメント別営業利益増減分析
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※ 「売上数量増」には、半導体不足の影響見込み△5億円を含む。

ばね事業（21/3期実績と22/3期予想）
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【21/3期実績】

◆ 売上高

コロナ影響により、主要顧客である自動車メーカー・

建設機械メーカーの生産減等があり、

日本を中心に各拠点で大幅減収となる。

◆ 営業利益

日本は、上半期のコロナ影響が大きく、固定費削減等の

コスト改善に取り組んだが、大幅な減益となった。

海外拠点についてもコロナ影響を受けたものの、

各拠点における生産コスト改善等の取り組みにより

損益の改善が進んでいる。

【22/3期予想】

◆ 売上高

半導体不足による売上減はあるものの、各拠点ともに

コロナ影響からの回復が進み、売上は大幅増収となる

見込み。

◆ 営業利益

コロナ影響の解消に加え、各拠点の生産コスト改善に

より損益改善が進み、日本は20/３期の水準に回復する

見込み。

北米拠点は前年並みに留まる見込み。

（北米拠点の詳細については次ページ参照）
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Ⅳ. セグメント別営業利益増減分析ばね事業（拠点別増減分析）
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【21/3期実績】

◆ 売上高

第1四半期のコロナ影響が大きく、第２四半期以降需要は

回復したものの、通期では減収となった。また第４四半期

から半導体不足による売上減の影響が出始めた。

◆ 営業利益

売価の改定や生産トラブル解消を行ったが、

売上減による損益悪化に加え、北米拠点統合に伴う

一過性在庫評価損等により前年並みとなった。
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※ 「売上数量増」には、半導体不足の影響見込み△4億円を含む。

【22/3期予想】

◆ 売上高

半導体不足による売上減はあるものの、コロナ影響

からの回復に加え、原材料価格高騰に対する売価反映も

進み、増収を見込む。

◆ 営業利益

需要回復による売上増及び生産コスト改善が進むも

以下要因により、損益は前年並みに留まる見込み。

・半導体不足による自動車メーカーの減産影響

・原材料価格高騰に対する売価反映の時期ズレ

・材料空輸コスト（次ページ参照）

（半導体及び空輸コスト問題は、下期には発生せず。）

ばね事業（北米MSSC増減分析）
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＜材料空輸コスト ５億円の発生について＞

◆ 材料メーカーの経営問題
英国の材料メーカーA社の親会社が英国の金融サービス会社であるグリーンシル・キャピタル
との間で、サプライチェーン・ファイナンスの資金スキームで組んで運転資金を賄っていたが、
同社が3月に経営破綻すると、 親会社を通じたA社の資金繰りが急速に悪化、
原材料購入が困難になり、 MSSC向けの材料生産・納入に影響が出始めた。

◆ 対応
・当社グループの三菱製鋼室蘭特殊鋼に緊急手配を掛け、切り替えを進めた。
・然しながら、世界的なコンテナ不足による海上輸送遅延の影響もあり、客先納入スケジュールを
満たすことが出来ず、空輸対応せざるを得ない状況となった。（上期中の解決に目途）。
・室蘭材変更に伴うコストアップは客先と応分負担することで合意済み。
・一旦は室蘭材に全面切り替えするも、納入リードタイムが長いため、現地メーカーの
承認作業も進行中。

☞当社では過去の反省もあり、与信管理の強化と複数購買（含む室蘭特殊鋼）を進めていたが、

今回はグリーンシル・キャピタルの破綻と世界的なコンテナ不足が重なったことで、
空輸コストが発生した。

北米MSSC 材料空輸コスト Ⅳ. セグメント別営業利益増減分析
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新設備立上げ？
本社費・営業費は他のセ
グメントと合わせる

【22/3期予想】

◆ 売上高

一般鋳鋼品・加工品等、隔年受注品の受注の谷間に

より、減収要因あり。

一方で、粉末合金製品と精密鋳造品への選択と集中に

より、軟磁性粉末等の新規品受注や精密鋳造品の客先

増量要求への対応に注力し、増収を見込む。

◆ 営業利益

マザー工場立ち上げに伴うコスト増があるものの、

売上増及び精密鋳造品等の品質・コスト改善や鋳鋼品の

売価改善により、増益を見込む。

【21/3期実績】

◆ 売上高

コロナ影響による粉末や精密機械加工品の受注減少に

加え、磁気製品の事業撤退により、減収となった。

◆ 営業利益

売上減少の影響が大きいものの、精密鋳造品等の

品質・コスト改善や特殊鋼加工品の生産量増加により、

赤字を回避。

素形材事業（21/3期実績と22/3期予想）
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【21/3期実績】

◆売上高

前年伸長した洋上風力関連製品の減少及び

コロナ影響に伴う商談遅延による短納期品の受注減の

影響により減収となった。

◆ 営業利益

減収の影響を高採算品の売上によりカバーし

前年度並みとなった。
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品
の
採
算
改
善

3

△1
0

（コ
ロ
ナ
影
響
）

売
上
数
量
減

△1

品
種
構
成

4

売
上
数
量
減

△1

そ
の
他

△0.5

製
品
の
採
算
改
善

5

+1

△0.5

（コ
ロ
ナ
影
響
）

売
上
数
量
減

+2

品
種
構
成

売上
97売上

89

（億円）

21/3期
実績

22/3期
予想

22/3期予想

20/3期
実績

21/3期
実績

売上
102

売上
89

21/3期実績

（億円）

Ⅳ. セグメント別営業利益増減分析

【22/3期予想】

◆ 売上高

コロナ影響により受注環境は厳しいものの、海外向け

大型鍛圧機械の移設案件受注により増収となる見込み。

◆ 営業利益

鍛圧機械の増収効果が見込める一方で、コロナ影響に

よる受注低迷が前期から継続することで工場操業度が

低下し採算性が悪化、減益となる見込み。

機器装置事業（21/3期実績と22/3期予想）
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Ⅰ. 決算のポイント

Ⅱ. 2021年３月期 実績

Ⅲ. 2022年３月期 通期業績予想

Ⅳ. セグメント別営業利益増減分析

Ⅴ. 2020中期経営計画の進捗
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はじめに Ⅴ.2020中期経営計画の進捗

■総括

 2020年中期計画として、3年間の1年目が経過。

 足元、コロナ禍、半導体供給不足、原材料高騰などのリスクや、環境変化への対応が急務。

 事業再生計画の柱は、インドネシアJATIMと北米MSSCの黒字化。

 JATIMについては、構造改革、受注増もあり、２０２0年下期より営業黒字化。2021年度は営業黒字拡大見込み。

 MSSCについては、計画通り21年度末にアメリカ工場をカナダ・メキシコに統合し、2022年度より営業黒字化見込み。

 強固な事業体質を目指し、固定費削減で損益分岐点を1割引き下げ。

 2022年中計最終年度の、営業利益70億円とROE8％以上の達成目標は不変。

• 赤字海外事業
の構造改革

成長戦略

• 製品力強化
• 素材から一貫生産

ビジネス拡大

• 自動車の電動化対応
• JATIM立て直し後の戦略
• 新規事業創出

持続的成長事業再生改革

2020年度 2021～2022年度 2023～2030年度

２０２０中期経営計画 次期経営計画以降
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赤字海外事業の構造改革 Ⅴ.2020中期経営計画の進捗

■海外拠点の収益性改善
 2019年度は、海外子会社がほぼ営業赤字。

 2020年度に製造技術の改善や競争力のある製品開発に加え、人員整理を伴う固定費の削減を断行。

 2021年度は、北米MSSCを除き、JATIMをはじめ海外子会社の多くが黒字化する見込み。

 ２０２２年度は、北米MSSCも統合完了・黒字化し、更に利益が改善する見込み。

拠点別 売上―営業利益の状況

中国

アメリカ

タイ

JATIM

カナダ

ドイツ

中国

アメリカ

タイ
JATIM

カナダ

ドイツ

中国 タイ

JATIM

カナダ
ドイツ

縦軸 : 営業利益率

横軸 : 売上

円の大きさ : 営業利益

202２年度

2019年度

202１年度
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△6億円

△1億円 △1億円
1億円 2億円 6億円

上期 下期 上期 下期 上期 下期

2019年 2020年 2021年

Ⅴ.2020中期経営計画の進捗

■インドネシアJATIM

 インドネシアＪＡＴＩＭ再建計画進捗

• 2020年度下期より営業黒字化。

• 丸鋼の歩留改善が進みターゲットとなる平鋼並みを実現、安定化。

• 2020年度は人員削減や給与カットを始め各種固定費削減により価格競争力強化。

• 海外材の供給不足によるインドネシア国内市場価格の上昇及び乗用車・商用車などの需要急回復。

• 懸念点としては、主原料価格急騰の売価反映時期ズレと更なる生産性向上。

赤字海外事業の構造改革

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

2019年 2020年 2021年

平鋼

丸鋼

歩留改善
(歩留の推移)

営業損益及び生産重量

10千トン/月

5千トン/月
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Ⅴ.2020中期経営計画の進捗

 受注動向

北米売上の7割を占めるスタビライザ受注見込みの推移 (生産能力は統合先のカナダ工場）

赤字海外事業の構造改革
■北米MSSC

2020年 2020年 2021年 2022年 2023年2020年 2021年 2022年 2023年2020年 2021年 2022年 2023年

• スタビライザは、当初中期計画に対し未達ながら、新規受注は計画外も含め獲得。

• 軽量化開発、競争力ある材料サプライヤー開拓に注力したことが受注確度向上の背景。

北米の自動車需要自体の減少

受注見通しはカナダ工場の
適正生産量（週5日稼働）を確保

コロナ禍の影響で
受注量が大幅減少

半導体不足の影響

(５日稼働)

生産能力(6日稼働)

一部車種の開発中止・延期による減少

中期計画

市場反映後

最新受注状況
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Ⅴ.2020中期経営計画の進捗

■北米MSSC

赤字海外事業の構造改革

2016 2017 2018 2019 2020 2021

 材料価格変動対策

価格急騰で
指標差が急拡大

指標差

AMM

CRU

材料価格急騰米国232条

指標差の影響

 各指標をベースに売買価格を決定
 指標不一致の場合、指標差拡大がリスク

買
(材料費)

売
(販売価格)

構成比率

スタビライザ用鋼管の主要売買指標

• 指標の影響

 中空スタビライザ用鋼管材料市況指標の顧客との統一は8割方合意。（232条発令以前は3割）。

 残る2割も、商社活用による材料メーカー変更で、買い指標を売りに一致させる目途がつき、

2022年から切り替え予定。

 材料価格高騰に対する価格転嫁の時期ズレ期間短縮も交渉中。

• 懸念点 各材料メーカーから需給バランスに応じた価格改定の要求。

顧客や材料メーカーと交渉し、リスクのミニマイズ化を図る。

現在

CRU CRU

CRU AMM

8割 2割

米国２３２条発動前

CRU CRU

CRU AMM

3割 7割

売買の指標不一致により
232条発令の際、損益に

大きな影響を受けた

その後、改善に取り組み
現在は8割まで指標一致が

進んでいる

指標一致 不一致指標一致 不一致
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Ⅴ.2020中期経営計画の進捗

 損益見通し

• 2022年は計画通り黒字化の見込み。

• 2021年度からの一過性要因を除く＋１０億円の改善は、US工場操業停止による固定費削減等で

再建計画通り実現。

• 過去に発生または今後想定される事業リスク（一過性要因）のミニマム化も対応。

赤字海外事業の構造改革
■北米MSSC

△6

△4

△2

△11

△17億円 △16億円 △17億円

4億円 5億円

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

コロナの影響

統合による一時損

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

米国変動労務費

北米固定費

カナダと米国の
拠点統合効果

固定費の推移

4割削減

拠点統合完了
営業損益の推移

 米国の操業停止に伴う固定費削減効果 +5

 拡販効果、生産コスト改善、ほか +５

 一過性の要因 ：

半導体不足リスク △4
材料高騰の影響 △2
材料空輸コスト △５
（材料メーカー経営危機対応）

市場リスク 工場統合により損益分岐点を引き下げたことで、売上減少に耐性のある体質を確立

材料価格変動リスク 指標不一致は8割完了、残り2割についても指標一致に目途

調達先リスク サプライヤーの供給リスクに対し複数購買先を確保済、また緊急時にはMSR材を活用

為替リスク 支払いと販売の通貨バランスの最適化をし、リスクのミニマム化を完了

生産トラブル 大口新規案件は経営層とも共有、またマザー工場を活用し問題未然防止型の体制を整備
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様々なリスクや変化への備え Ⅴ.2020中期経営計画の進捗

■損益分岐点を1割引き下げ、構造改革に目途

 日本の希望退職約100人実施をはじめ、国内外で人員削減を中心に大規模な構造改革を断行。

 B/Sのスリム化、借入金の削減を実行。

構造改革

日本

 生産現場を除く40歳以上の
従業員の約2割を削減

 経費の徹底した削減

 拠点統合による合理化
 米国子会社人員の削減

（本年度末に完了予定）
 遊休設備の売却

 生産性・品質の改善
 人員削減など固定費削減

 人員削減を中心とした
固定費の削減

 生産性改善による変動費削減

MSSC

JATIM

タイ

損益分岐点引下げ

 構造改革を実施したことで損益分岐点
を1割下げ、外部環境に左右されにくい
体質に目途 （MSSCの人員削減予定を
含む）

総
費
用

売上高

2019

2021

②
損益分岐点
引下げ

①
固定費削減

③
外部環境に

左右されにくい体質へ

B/Sスリム化・資産効率化

 資産の現金化と借入の圧縮
→ 国内外遊休不動産の売却
→ 保有株式の売却

 調達構造の見直しと生産管理強化
→ 材料・仕掛・製品在庫の圧縮

 業績を踏まえた設備投資抑制・厳選

19年度末 20年度末 21年度末

19年度末 20年度末 21年度末

借入 １５％削減

総資産 8％削減
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中期計画施策の進捗 Ⅴ.2020中期経営計画の進捗

■中期計画で策定した諸施策の進捗

3大方針

方針と主な施策 進捗状況の評価

① 海外事業の構造改革 △ 初年度施策の柱。JATIMは再建計画通りに損益改善、

北米MSSCは統合作業は予定通りながら損益は未達。

② 製品力のさらなる強化

 製品開発力の向上 〇 従来の枠組みにとらわれない発想による技術開発と

スピーディな顧客提案を、営業戦略室を立ち上げ推進。

 モノづくり力の向上 △ 大口引合情報や各国工場のKPIを経営層とも共有し、

問題の未然防止や新規品のスムーズな立上げを推進。

但し、素形材の一部製品で改善施策に一部遅れ。

③ 素材から一貫生産ビジネスモデルの拡大

 鋼材からばねの一貫生産 〇 JATIM材を活用した板ばねの拡販は進捗。

建機用ばねやスタビライザも一部の工場で

2021年よりJATIM材適用を開始すべく評価中。

 素形材製品の一貫生産 ✕ 千葉AMC（※）のVIM設備は、コロナ禍の影響で完成が

遅延したが、今期１Qに完成し試作開始する予定。

 コロナ禍の影響で一部に若干の遅れが生じたものの、3大方針の推進は概ね計画通り。

〇：計画通りの進捗、△：若干遅れ、✕：半年以上遅れ

※ Advanced Materials Center
（開発、試作、改善を目的とする施設）
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中期計画施策の進捗 Ⅴ.2020中期経営計画の進捗

■中期計画で策定した諸施策の進捗

施策 進捗状況の評価

① ばね事業拠点の生産能力の再編成 △ 北米MSSC以外の海外拠点について、今後の需要

見通しも考慮し判断する。

② MSRのコスト競争力強化 〇 室蘭コンビナート内協業が深化し、2021年度より

生産量増加に寄与。

③ 鋼材生産拠点の2本柱化 〇 JATIMの操業安定化と丸鋼製造鋼種の拡充や、

顧客層の拡大により2本柱化が進捗。

④ 環境関連事業の取り組み △ 洋上風力発電関連機器の製造、磁選機の中国移管・

量産開始、軽量化ばね拡販は順調。

脱炭素社会に向けて更に幅広い取り組みが必要。

⑤ 調達の構造改革 △ 商社を活用したマルチ調達先化、スクラップ調達方法

や物流コスト見直しなどが進捗、他にも改善余地あり。

⑥ 事業リスクの見える化 △ 投融資委員会の機能を強化、事業リスクの予兆管理も

高度化に向けて準備中。

⑦ 財務体質の回復 △ 固定費削減やB/Sのスリム化を進めたが、コロナ禍・

高炉改修の影響もあり、前期は営業赤字を計上。

 製品力の強化や一貫生産モデルの仕込みは完了、中計2年目は持続的成長に向けて
DX活用や環境対応、更なる体質強化を推進。

〇：計画通りの進捗、△：若干遅れ、✕：半年以上遅れ中期計画で掲げた他の施策の進捗
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2022年に向けた見通し Ⅴ.2020中期経営計画の進捗

■2022年は営業利益70億円達成を目指す

1,171 

978 

660 710 

1,370億円

2019年 2020年 21年上期 21年下期 2021年 2022年

売上
4  億円

▲49

0

30 30

70

営業利益

 構造改革により、売上高に頼らずとも利益計画を達成する体質の確立。

• 中期計画 ： 売上高 1,500億円 営業利益 70億円 ROE 8％以上

• 売上高に頼らずとも、営業利益70億円とROE8％以上の達成目標は不変。

• 損益分岐点を引き下げた結果、2021年営業利益見通しは上期0億円、下期30億円。

上期は原材料価格急騰の売価反映時期ズレの影響があるため、下期が実力ベース。

• 2021年度下期の2倍に加え北米MSSC統合が寄与し、営業利益目標の達成を視野。

更に、JATIMなど他の海外子会社の利益改善などで上振れの可能性もあり得る。

売上高および営業損益
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将来への仕込み：コーポレートガバナンス強化
Ⅴ.2020中期経営計画の進捗

■中長期的な企業価値向上を目指したガバナンスの強化

 コーポレートガバナンス体制の基盤整備により経営の客観性・透明性を確保。

またサステナビリティへの取り組みを通して、中長期的な企業価値を向上。

経営の客観性・透明性 将来への成長性

中長期的な企業価値向上

社外取締役による牽制機能の強化

取締役会に占める比率を1/3以上

執行役員制度への移行

能力・適性に応じた機動的な経営陣の構成

取締役の任期短縮(2年→1年)

経営責任の明確化、変化する事業環境への対応

ガバナンス委員会の指名報酬機能強化

客観性・透明性の確保

資産効率を意識した経営

保有株式の売却（純資産比率15％→8%）

コーポレートガバナンス体制の基盤整備

サステナビリティへの取り組み

人的資本の強化

専門組織を設置し人への投資による人材開発（P40）

SDGｓへの取り組み

脱炭素化への積極的な関与（P41）

SR活動の取り組み強化

社外役員も含めて対応
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将来への仕込み：人材育成
Ⅴ.2020中期経営計画の進捗

■人材開発の抜本的改革に向けた取り組み

 スリム化した人員体制でも付加価値の高い業務に幅広く対応する人材の開発を強化。

 そのために、人材育成に特化した組織を設置、以下施策を実行。

プロフェッショナル人材の育成
→プロ意識の醸成：

社内価値から市場価値人材へ

DX活用で
仕事の付加価値化

→業務スタイルの変革

モチベーションの向上
→成果に応じたメリハリのある

評価制度

メンバーシップ型から
ジョブ型への採用転換

→採用の変革

将来の経営人材の育成
→キャリアパス・キャリア

プランの構築

多様性のある管理職づくり
→様々な経験・経歴保有者の

管理職登用

成長機会の提供
→自己啓発支援、
技術論文発表、他
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将来への仕込み：脱炭素への取り組み
Ⅴ.2020中期経営計画の進捗

三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社が
室蘭洋上風力関連事業推進協議会
(MOPA)に加入

千葉製作所で稼働中の太陽光発電システム
（パネル数 3,096枚）

自動車の燃費向上に
貢献する軽量化ばね製品

サーキュラーエコノミーに
貢献するリサイクル機器 自動車の燃費向上に

貢献するターボ部品

熱処理時間短縮可能な鋼材

環境に配慮
した製品の
開発・販売

再生可能
エネルギー
の普及貢献
と積極活用

 地域全体、サプライチェーン全体での脱炭素化を進めることで、自社単独では困難な目標の達成を目指す。

■地域やお客様と協力し脱炭素社会に向けた取り組みを推進
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 固定費削減への取り組み

【ご参考】固定費の削減

償
却
費

試
験
研
究
・

工
修
費

そ
の
他

一
般
管
理
費
・

償
却
費

試
験
研
究
・

工
修
費

そ
の
他

一
般
管
理
費
・労

務
費

償
却
費

試
験
研
究
・

工
修
費

そ
の
他

一
般
管
理
費
・

希
望
退
職

ド
イ
ツ
労
務
費

米
国
労
務
費

米
国
労
務
費

FY19 FY20 FY21 FY22

+5
+6

+4
+1 +2

+3

△8
△3

△4

△8
△7 △1

△5

△5

FY19 FY20 FY21 FY22

売上

1171

億円 978

1370

1370

+α

固定費
1割削減

• 全社で固定費削減に取り組み、2020年度は固定費を約1割引き下げ。

本年度以降に見込んでいる希望退職（※）、ドイツ労務費、米国労務費は全て合意済み。

• 今期以降の売上は増加見通しであるが、固定費は極力抑制。

• 試験研究は、昨年度はコロナ禍の影響もあり若干減少したが、今期以降は競争力を高めるため、

必要に応じて実施。

（※）2021年２月実施済



＜将来見通しに関する注意事項＞
本資料につきましては投資家の皆様への情報提供のみを目的としたものであり、売買の勧誘を目的としたものでは
ありません。本資料における将来予想に関する記述につきましては、目標や予測に基づいており、確約や保証を
与えるものではありません。また、将来における当社の業績が、現在の当社の将来予想と異なる結果になることが
ある点を認識された上で、ご利用ください。本資料は、投資家の皆様がいかなる目的にご利用される場合においても、
お客様ご自身のご判断と責任においてご利用されることを前提にご提示させていただくものであり、当社はいかなる
場合においてもその責任は負いません。


